４　新たに示された知見（諸外国の屋内禁煙化の法規制と得られた健康上のメリット）


１．諸外国の屋内全面禁煙化
[image: ]　1980年以降、受動喫煙の曝露を受けた集団で心筋梗塞や肺がんなど喫煙関連疾患のリスクが上昇することが証明されてきた。その結果、2004年にアイルランドで屋内を全面禁煙とする法規制が施行された。その後、2005年に発効した「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約（FCTC）」第８条で屋内を全面禁煙とする法規制が締約国にもとめられた。FCTCは８分野（①医療施設、②大学以外の学校、③大学、④官公庁、⑤一般企業、⑥レストラン、⑦バー・居酒屋、⑧公共交通施設）について定期的な調査をおこなっており、2016年時点で図１の濃い色で示す55ヵ国が８分野で100％全面禁煙となっていた。アメリカは州単位の規制で27州が全面禁煙であった。

２．屋内全面禁煙化で得られた健康上のメリット
[image: ]　屋内を法規制により全面禁煙化した国では、国民の入院数が減少することが研究論文として報告され始めた。図2は47研究の総合解析の結果である。喫煙関連疾患である急性心筋梗塞等、狭心症・突然死などその他の心臓病、脳卒中、喘息などの呼吸器疾患の入院数が法律の前後で減少したこと、しかも、禁煙化の適用範囲が一般の職場だけでなく、レストランや居酒屋・バーを含んで広いほど、その減少の度合いが大きいことが証明された。特に、狭心症等を含むその他の心臓病は最大39％も減少していたことが認められた。

　

３．屋内に喫煙出来る場所を残した場合のデメリット
　「分煙すれば良い」という意見もあるが、喫煙出来る場所を残した場合、そこで働く従業員の職業的な受動喫煙が解消されない。図3は同一空間を喫煙区域・禁煙区域に分けたファミリーレストランでタバコの燃焼により発生する微小粒子状物質（PM2.5）を測定した結果である。喫煙席のPM2.5はエアコンで攪拌され、数分後には禁煙区域を汚染すること画認められた。喫煙者の近傍で接客する従業員は特に高濃度の曝露を受けていることも認められた。仮に、壁とドアで仕切りを設置ししても、従業員の受動喫煙は解消されない。
　図4は喫煙室等を清掃する業者の受動喫煙を測定した結果である。清掃のために喫煙場所に立ち入る度に高濃度のPM2.5の曝露を受け、その最高値は900μg/m3を超える高濃度であった。
[image: ][image: ]
図3. 喫煙区域・禁煙区域のあるレストラン　　図4. 喫煙場所を清掃する業者の受動喫煙

[bookmark: _GoBack]このあとに兵庫県のデータを入れたら良いでしょうか？それは、藤原先生の分担でしょうか？
とりいそぎ、一度送ります。
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完全禁煙の店舗が多い⇒急性冠症候群(ACS)の減少	

　　完全禁煙の店舗 	
尼崎市	
34店（13.0％）	

　　 	
 	
 	
神戸市	
83店（31.4％）　　	




分類	

西洋料理	
59％	

日本食 	
35％	

コーヒー 	
32％	




主たる顧客	

男性 	
10％	

男女 	
19％	

女性 	
71％	

家族 	
46％	




面積	

<25 	
19％	

25〜50 	
23％	

50〜75 	
37％	

100以上 	
27％	




「82_CJ-17-0861」	

で検索	
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上：たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約（2016年12月）	

左：アメリカ疾病予防管理センター（2018年6月30日）	




一般職場、レストラン、バーの	

■：すべてが全面禁煙＝27州	

■：２つが全面禁煙＝ 4州	

■：１つが全面禁煙＝7州	

■：すべて喫煙可＝11州	




①医療施設	
　②幼保小中高　③大学 	
④行政機関	

⑤一般企業	
　⑥レストラン　 　⑦バー（居酒屋）　 	
⑧公共交通機関	




図1. �諸外国の屋内全面禁煙化の法規制の施行状況�










上：たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約（2016年12月）	


左：アメリカ

疾病

予防管

理

センター（2018年6月30日）	


一般職場、レストラン、バーの	


■：すべてが全面禁煙＝27州	


■：２つが全面禁煙＝ 4州	


■：１つが全面禁煙＝7州	


■：すべて喫煙可＝11州	


①医療施設	
　②幼保小中高　③大学 	
④行政機関	


⑤一般企業	
　⑥レストラン　 　⑦バー（居酒屋）　 	
⑧公共交通機関	


図1. � 諸外国の屋内全面禁煙化の法規制の施行状況�


image2.emf



!8#
!12#



!4#
0#



!5#



!32#



!24#
!19#



!15#



!39#



!19#
!24#



!60#



!40#



!20#



0#



�����
�
*)�



(,�,�
�"��



!�	
�
*)�



	�*),�
��
���



�#, ��



�#, �+1-.02�
�#, �+1-.02+�$�3/4�



�%��,���



�
�
�
�
�
�
	
�
�
�
�

�



'&��+���



(%)�



'�



'�
'�



'�



'�



'�



'�
'�



図2. 屋内全面禁煙とする法規制の前後の喫煙関連疾患の入院数の減少�
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兵庫県条例による急性冠症候群（ACS）の減少	

①神戸阪神淡路地区と岐阜県の比較では有意差なし	

②神戸市（条例遵守良好）は11.5％減少（有意差あり）、 
　 兵庫県の神戸市以外の地区では変化なし	




条例前　　　条例1年後　　 　2年後	




神戸市の急性冠症候群患者数が１割減少	




急性冠症候群(ACS)の患者数	

　(心筋梗塞、不安定狭心症)	




神戸阪神淡路地区と	




岐阜県	

の比較では有意差なし	




条例前　　　条例1年後　　2年後	




各
疾



患
の



患
者



数
	




急性冠症候群	




急性心筋梗塞	




不安定狭心症	




神戸市の患者数	




各
地



区
の



患
患



者
数



	




条例前　　　条例1年後　　2年後	




「80_CJ-16-0492」で検索	

急性冠症候群	

　神戸市	

　神戸市以外	




条例前　　１年後　    低減リスク　    2年後　　 低減リスク	
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